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植 民 地 期 京 城 府 の 都 市 構 造
一一産業分布の分析
堀 和 生
は じ め に
現 在の韓 国 ソウル市 は,李 氏朝鮮時代 には漢城府 と呼ば れた首都 で あ り,植
民地期 に は京城府 と改称 されたが,朝 鮮総督府が所在す る朝鮮 の政 治 ・経 済 の
中心地で あ った ことに変わ りはなか った。植 民地期 朝鮮 経済 に関す る研 究 はい
まだ全国 的な次元 の把握 に とどま ってい るが,例 外 的 に京城 府 につ いてのみ は
地域 の事例研究が具体 的に行われ てお り,対 立す る見解 もだ されて い る。 しか
し,こ れ までの京城府研究 は,京 城 とい う都市 を朝鮮全体 の中 にどのよ うに位
置づ けるのか とい うこ とに主要 な眼 目をおいて きた。筆者 の場 合は,京 城 府が
他 と隔絶 した水 準で人 口 と工業 を集中 した状 況 を分析 し,京 城府 と朝鮮 内 の他
地方 との地域 間分業 の形成 過程 を明 らか に しょ うとして きた1)。しか しこれ ま
での ところ,そ の京城 とい う都市 自体 の内部構造 を経済 的 に分析す る ことには
手が つ けられてい ない。
また,最 近の朝鮮 経済史研 究で は,植 民地期の工 業化 によ って朝鮮 内 に産業
連 関が形 成 され て きて いた こ とを明 らか に して きた2〕。 しか し,そ れは金 額 ベ
ー スによる再生産論 的 レベ ルで の分析で あ り
,そ の分業 関係 のあ り方 を具体 的
1)拙 稿 「朝 鮮人民族 資本論一一一植民地期京城工業 の分析一 」(中村哲ほか編 「朝鮮近代の歴史
像」 日本評 論社1988年〉,同 「1930年代朝鮮における社 会的分業 の再編 成一 京 畿道 ・京城府
の分析を通 じて一 」(中村哲 ・安乗直編r近 代朝鮮工業化 の研究」 日本評論社1993年)。
2)金 洛年r日 本 の植民地投資 と朝鮮経済の展 開」東京大学学位論文1992年1工月。堀和生'安 乗
直 「植民地朝鮮工業化の歴史的諸条件 とその性格」 〔中村哲 ・安曇直編 前掲書)。
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に明 らか にす るにはいた つていない。筆者 の見解 の ように,京 城府 が朝鮮工業
化 の一つの 中心地であ った とすれば,そ の京城府の 内部 における産 業的 な連関
のあ り方を具体 的 に明 らか にす ることは,い まだ抽象的 な次元での認識 に と ど
まっている朝鮮 の社会 的分 業の特徴 を総合 的に解 明 してい くうえで,有 益 な素
材 を提供す るこ とがで きる と考 える。 このよ うな研究状況 をふ まえた うえで,
本稿 では植民 地期 京城府の産業経 済的な内部構造 とその変化を,分 業 論の視 角
か ら検討解 明す ることを課 題 と して設定 す る。
1人 口集積 と商業 サー ビス業
京城(漢 城)府 は李 朝時代 か ら隔絶 した規模 の都 市で あ ったが,植 民地時代
と くにその後半期 に人 口が急 増 して,末 期 には100万人 を突破 す るまでに なっ
た。 ただ し,36年4月周辺 部の編入 によ って京城府域 が大幅 に拡張変更 された
た めにユ㌧ その変遷 をひ とつの都市 として把握す るのが 困難であ るの。 そこで,
まず京城 の人 口膨張 を地域 的次元 で分析 してい こう。
表1は,時 期別地域別の 人口数 と各年 にお けるその なかの 日本人 の比率 であ
る。 この間に全人 口は32.2万人か ら111.4万人 まで3.5倍増 えてい るが,こ の う
ち26.3万人 は36年の府域拡 張に よる見か け上 の増加で あ る。 しか し注 目すべ き
は,36年を起 点 としてみ る と,旧 ・新府域 によ ってその後 の人口増加 の趨 勢が
相 当 に異な る点であ る。人 口が急激 に膨張 した30年代後半期,両 地域 の人 口の
伸 びを比較 す る と,新 編 入府域 が 旧府 城 の1.7倍に もな ってい る。36年には旧
3)京 城府が 隣接する高場郡,飴 興郡,金 浦郡 の一部 を吸収 した ことによって,面 積は4倍に,洞
町数は186から259に増加 した。
4)植 民地期の京城府 とは,制 度的には李朝の漢城府(1910年京城府 と改称)と 日本人居留民団 ・
地を合併 して1914年4月につ くられた都市である。そ して,先 のよ うに1936年に大拡張を したほ
か,1944年10月に高場郡の一部を吸収 している。京城府の下に恒常的な行政機関が存在 していな
か ったために,1943年6月に区制を導入する以前は,固 定的な行政上の地域区分は存在 しなか っ
た。 しか し,実 際 には各地域の特徴 によって,そ れらの洞町(洞 は町 と同 じ)を まとめて取 り扱
うことはお こなわれていた(例 えば,方 面委員の設置単位)。それ も時期 ごとに変化があ るが,
ここでは30年代 に使われていた東部,西 部,南 部,北 部,龍 山,永 登浦の6地 域の区分 を利用す
る。4号 特別市編 「刈一}六百年史」第4巻1981年181頁 一201頁参照。
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表1京 城府の人口趨勢 (単位 二人 ・千 円)






































総 計 321.868677,238930.547ユ.ユ14,004 26,918,716,215.0
〔出典〕 京城商工会議所 「統計年報」客年版
府域 が全 市 の61.2%を占 めてい たが,42年に は新 旧 がほぼ 同 じよ うな規模 に
な って い る。 この趨勢 を,図1に よってさ らに平 面的 にみ よ う。 これ によれ ば,
30年代 後半の京城府 の人 口膨張 とい う ものが,著 しい地理 的 な偏 倚 を伴 って進
行 していた こ とは明 らかであ る。分布 をみ る と,ま ず永登 浦 と新 編入地域が ほ
とん どで あ る東部(旧 東部 は2町 のみ)が 人口増加 の両極 とな ってい る。対照
的 に,城 内(旧 来 の漢城 府)に おいて は,南 部で はわずか ひ とつ の例外 を除 い
て千人以上増 えた洞 町はな く,ま た北部 で は城壁 に沿 った周辺部地域 のみが増
えてい る。つ ま り,旧 府域 の中心た る城 内南 部 と北部 の南 側で は殆 ど人 口の増
加 はみ られない。城外 にひろが る西部 と龍 山で は,旧 府域 と新 府域 ともにか な
り増 えてい る地域 がい りま じってお り,中 間的な位置 を占めてい る。総 じて,
城 内の人 口停 滞 と周辺部 の人 口膨 張 とい ういわゆ る ドーナ ツ化現象が あ らわ れ
てい る。表1で は,こ の ような詳細 な変化 まで は表示 で きないが,地 域 ごとに









lllllllllll・1・旧 城 壁(漢 城)
一 旧 府 城 境
一・一 一 新 府 域 境
一 各 地 域 境
び と して示 されてい る。 また既存の研究 によって,後 に編入 され る地域 におい
て既 に30年代前半 に急激 な人 口流入が起 きてい ることが明 らか にされ てい る5)。
これ らの趨 勢 を総合 して判断す れば,36年の府 域拡張 とは農村 地域 を形式的 に
編入 した ものではな く,周 辺地域 が人 口の大規模 な流入に よって実際 に市街 地
化 が進行 しつ つあ った実態 を,行 政的 に認 めた とい うことにす ぎない6)。 そ し
てその新府域 に,そ の後 さらに多 くの人 口が流入 したので あ る。要す るに1930
年代京城府 の爆発 的な人 口膨 張 は,決 して府域 が拡 張 され たた めではな く,新
府 域 を中心 とす る周辺部全域 に膨大 な人 口流入が お こったか らで あった。
人 口の分布 を民 族別 にみ る と,日 本人 は南部 と旧龍 山に集住 してい る。 この
5)松 永 達 「193・年 代 の 朝 鮮`・お け る都 市 の 構 築 と生 成 」(r経餓 劃147 -4・5・61991勉・5・6月)。6)36年末
の府 の総 戸([138,583戸の う ち 農 家 戸 数 は わ ず か2,694戸にす ぎ な か った 。
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2地区 は,そ もそ も日本人の京城居留地 と龍 山居留 地 と して市 街地化 したので,
かつ ては 日本人の居住 比率 はよ り高か った。そ の後 日本 人の居住 の拡散があ り,
また朝鮮 人 の流入 によって混住 も進 んだが,そ れで も42年日本 人の68%はこの
2地区 に居住 していた。それ と対照 的に,元 来朝鮮 人が多 く居 住 していた の は
城内 の北部 地域であ った。朝鮮人 は時期が下が るにつ れ,京 城 府全域で増 えて
くるが,36年以後 でみ る限 りとくに新府域での増加が著 しい。新府域 での増加
数 の うち93.2%は朝鮮人であ る。朝鮮 人の増 加数 は,新 東部が12.3万人で 最 も
多 く,次 いで旧北部7.3万人,永 豊浦6.4万人,新 龍 山3.6万人,新 西部2.7万人
等で ある。人 口数の上 では,南 部 と旧龍 山に集住 してい る 日本 人は,膨 大 な朝
鮮 人の京城流入 によって,次 第 にその比重 を低 下 させつつあ ったので ある。
このよ うな朝 鮮人の大量 の流入 と市街地 の急激 な拡張 は,都 市京城府 の産業
経 済 の構 造的な変化 を予想 させ る もので ある。京城府 の産業 の動態 的変化 を把
握 す る素材 として,こ こで はユ927年に導 入 された営 業税 を と りあげ る。朝 鮮 の
営業税 は24業種(後 に追加 され る)に か ける収益税で ,課 税 業者数 と課税額 は
絶 対値 は ともか く,そ の趨勢 は当該 産業 の動 向 を反映 して いる とい える71。 ま
ず,京 城 の営業税 を朝鮮全体のそれ と比較 してみ る と,30年代業者数 は平均 で
ユ2～15%程度 の比率で大 きな変化 はない。業種別 には,保 険業,銀 行業,出 版
業 の業者 数 の比率 が極 めて高 く,そ れ らの事業 自体あ るいは本 店が京城 に集 中
している こ とを示 してい る。税額 の方 では平均 は27～34%で,全 体 の3分 の1
まで 高 ま る。39年で は,銀 行 業,保 険 業,出 版 業 が90%以上,ガ ス供 給 業が
80%以上,鉄 道業が60%以上,物 品貸付業,請 負業,印 刷業,仲 立 業,信 託業
が50%以上,と い うよ うに京城府 の集 中が甚 だ しい。 この うち,銀 行業,保 険
業,鉄 道 業お よ び無 尽業 の場合 は,営 業税が 本店で一括 課税 され るので8〕,こ






い とい うことにな る。後 に検討す る販売業 は21～29%,金 融貸付業 は11夕26%,
建設 業 を中心 とす る請負 業は41～54%,製 造 業は10-16%とい う程度であ る。
特 に製造 業の場 合に は,比 率 はやや上昇傾向 にあ る とはい え,39年で15.8%で
あ った・税額で は京賄 の製造 業 は日 本の大工場 が集 中 してい る成 鏡商道 に
お よぼない。業者数 の比率 よ りは高 いが,税 額でみ る限 り京 城府製造 業の位 置
は最大 限で全朝 鮮の6分の1ほどで あ っだ,。京城府 の課税額 階層 を朝鮮 全体 と
比較 してみ ると,高 額課税層 にな るほ ど京城 の比率 が高 くな ってい る。朝 鮮内
にお いて京城府 に規模 の大 きな経営 が集中す る傾 向があ る ことは明 白で
,こ れ
は,本 店 が京城 に集 中す る ことと京城 の事業 の規模 自体 が大 きい とい う2つ の
点か らで て くる結果 であ る。
この京 城府 における営業税 の基本 デー タと して利用す るのは
,京 城商工 会議
所 が毎年編纂 してい る 『京城商工名録』 で あ る。 これ は同会議所 の会員名簿 で
あ るが,そ の会員要件 は国税営業税15円以上 を納 入 し,京 城府 内 に一年 以上営
業所 を有す る商工業 者(以 後,単 に会員 業者 と略す)と 規定 されて い る'。〕 京
城 府 の国税営業税 の課税 者数 は29年の8,375から39年の11,302まで 漸増 してい
るが,そ の うち会員業者 と して把握 されてい る業者数 の比率 は,30年23.7%,
34年30.6%,36年33.9%,38年36.3%,39年35.3%であ る。33年につ いてみ る
と,会 員 業者 数 は全 体 で は35.6%であ るが,法 人 で は75.0%,日本 人 で は
39.1%,朝鮮 人で は23.1%であ る。 しか し,課 税額でみ る と,こ の会員 業者層
が全 体 に占め る比率 は,30年66.0%,34年78.8%,36年84,2%,38年78.4%,
39年77.0%であ る。つ ま り,15円以上課税 され る会員業者 は,業 者 数で は3分
の1ほ どにす ぎないが,全 営 業活動 にお ける位置 か ら して,京 城 の産 業全般 の
趨 勢 を把握 す るの に.依拠 す るにた る資料で あ るといえ る。
9)38年の製造業の業者数 ・撫 は涼 城府が489業者・.・万円で,京 髄 が876緒 ユ1.4万円減鏡南道が
349業者工1.3万円であった。
'0)30年か ら40年まで・32年版 と33轍 をのぞ き,9按 分噺 在擁 謝 れている.韻 要件 を厳密にいえば
30年だけは営業税が16円以上で,40年には鉱産税が含められている。ただ便宜上
30年の会員要件の1円 の差 は無視す る。'
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表2会 員業者数 ・税額 の地域別民族別分布(単 位:人 ・千円)
業 者 数 税 額

































































































まず,こ の会員業者 の地域 的分布をみてみ よ う。表2は,京 城府 にあ る本店
に府外 の税額 が包含 され る前述 の4業 種 を除 いた会員業者数 ・税額 の地域 的分
布 の推移 であ る、40年に朝鮮 の営業税 は約50%ほど引 き上 げ られたのでm,そ
れ以前 には捕捉 されていなか った よ り零細 な業者 まで課税 され ることにな った。
ゆ えに,営 業税 に よって産業 の推移を累年 で追い得 るの は39年までで あ る。30
年 か ら39年まで に,会 員業 者数 は92.7%,その税額 は278,5%増加 して い る。
そ の うち,府 域 の拡張 によるもの,お よび新府域 で の増加 によ るものは多 くは
ない。旧府域 は業者数 の92%前後,税 額の95.6～92.2%と圧倒的 な比率 を 占め
てい る。 さ らに細か くみ る と,業 者数 の分 布率 には変 化 はないが,税 額比 率で
11)水田直昌 「総督府時代の財政」友邦協会1974年241-244頁。
植民地期京城府の都市構造(449)31
は旧府城 のなか で南部 は73・8%カ・ら66.5%に低 下 して いるの に対 し,龍 山 は
&5%か ら13.2%に上昇 してい る。 つ ま り,龍 山 の事 業活動が相対 的 に活発化
して い るわ けで あ る。 民 族別 に み る ど2),朝 鮮 人 側 は税 額 率 で は21%か ら
16.2%に徐 々に低下 しているが,業 者数比率 では逆 に36.3%から41.7%へとし
だ い に高 くな ・てい る・つ ま り潮 鮮 人の小規模 業者 が よ り速 く増加 してい る
ことを示 して いる。 よ り小規模業者 まで捕捉 した40年でみ る と
,旧 府域 の業者
数全体 の比率 は低下 し,朝 鮮人の比率 は51.8%にまで高 まる。
で は,産 業分野 ご とに検討 しよう。表3は 販売業 の推移 を示 してい る。 ここ
表3販 売業の地域別民族別分布 (単位:人 ・千 円)
業 者 数 税 額


























































































〔出典〕 京城商工会議所 「京城商工名釧 各年版
12)民族の判定は個燥 主で購 単であるが,法人暢 合は作業が必要である詠 ず凍 亜経鱒
報社編 『朝鮮銀行会社組合要録」の最 も年度の近い版を,それで発見できない場合は京城商工/
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で の販売業 とは,営 業税 の規定 による物品販売業 よ り範 囲が ひ ろ く,料 理店 ま
で含 んで い る。39年までに業者 数 は114.7%,税額は307.7%と平均 以上 に増加
して いる。 そ して,販 売業 は業 者数比率 で30年に52.8%,39年に58.8%,税額
で30年に43.3%,39年に46.6%を占めてい る。40年には,両 者 ともさ らに高 く
な ってい く。つ ま り,会 員業者 のなかで,販 売業 は最 も大 きな比重 を占めてい
た うえに,さ らに徐 々 にそれが増加す る傾 向にあ ったわ けであ る。地理 的にみ
る と,販 売業 は旧府域 の比率が平均 よ り高 く,業 者数で は93-94%,税額 では
さ らに98%もの圧倒的比率 を占めてい る。 また,旧 府域 のなかでは,人 口比率
が13.9%(40年)にす ぎな い南 部 が 業 者 数 で59.3～56.7%,税額 で80.6～
78.4%を占めてい る。つ ま り,南 部が商業の 中心 地 として京 城府の なかで隔絶
した地位 にあ り,か つ 府域拡 張後 にお いて も,そ の位 地 は殆 ど低 下 してい な
か った ことを示 してい る。民族 別 にみ ると,朝 鮮 人の業者数比率 は38.5%から
44.6%にまで徐 々に上昇 し,税 額で は20%前後で推移 してい た。民族別 の地域
分布 では,日 本 人は南部 に集 中 してお り,業 者数 は75%以上,税 額 は90%以上
を占めてお り,残 りは旧龍 山が大部分であ る。結局,日 本犬 は南部 と旧龍 山を
中心 とす る1日府域 が,業 者 比率 ・税額 比率 ともに98%以上 に もな っていた 。そ
れ に対 して,朝 鮮 人は旧府域 の比率は,業 者数で86.3%であ り,税 額で は90%
まで 低下す る。朝鮮 人の方 が比較 的に新府 域へ も進出 しつつ あ るとい える。 ま
た旧府域 の中で は,北 部 の方が南部 よ りも業者数,税 額 ともに多 くな って いる。
つ ま り,日 本人が南部 と旧龍 山,朝 鮮 人が北部 と南部 とい う差 はあるが ,そ れ
らが総合 されて販売 業で は旧府 域が圧倒的 な比重 を しめつづ けたわ けで あ る。
物品販売業 に限定 すれば,税 額 は不明であ るが,全 課税業者 の地域的分布 を
知 る ことがで きる。表4は それ を地域 的に集 約 した ものであ る】31。課税額15円
未 満の零細 規模 業者 を含 むため に,業 者数 は先 の販売業者 の4.2倍(39年)に
＼会議所編 「朝鮮会社表」 の最 も年度の近い版 をもちいて経営代表者 によって判定 した.代 表者で
区別がつかない場合は,役 員または社員の人数の比率で決定 した。




西 789 769 798
東 213 197 231
南 3,436 3,386 3,389
北 2,351 2,200 2,280
龍 山 1,026 909 1,109





龍 山 338 331
新府域 ユ,722 1,909
総 計 7,815 9,183 9,716
〔出典〕 京城府 「物品販売業調査」客年版
(451)33
なる。 このよ うな零細規模 まで含 め る
と,絶 対 数では南部,北 部,つ いで 旧
龍 山が 多 い もの の,旧 府 域 の比 率 は
80%前後 まで低下す る。そ して,人 口
の急増 した新東 部を は じめ,永 登 浦,
新西 部,新 龍 山で も業者 が増えて いる。
業種別 に分布状況 をみ ると,39年穀物
販 売 業 は194の洞 町 に存 在 して お り最
もひ ろ く,次 い で燃料 販売 業 が151洞
町 に,織 物被服 販売 業 が151洞町 にそ
れぞれ分布 していた。つ ま り,生 活に
直結 した零細 な物品販売店 舗が,新 府
域 も含めて生 じて きつつ あ った。
サ ービス部門 として信 用業 を と りあ
げ る。信用業 は,販 売業 に次 ぐ産業 部門であ る。 ところで,そ の中心であ る銀
行業,信 託業,無 尽業 は例外 な くすべ て南部 に本店が あ り,保 険業 も一二 の例
外 を除 けば皆南部 に営業所があ る。結果的 に,統 計 を掲 げ るまで もな く,そ れ
ら近代 的金融機 関の殆 どすべて は旧府 域の南部 に集中 していたのであ る。 それ
で ここで は,そ れ ら近代 金融で はない私金融,金 貸業 につい てだ け分析 す るこ
とにす る。表5の よ うに,全 営業 に対す る金貸業 の比率 は一貫 して低下 してお
り,京 城府 において も金 貸業 は相対 的には衰退産業であ ったL4〕。 そ して,金 貸
業 の分布 はや は り旧府域 に集中 してお り,新 府 域 は業者数で は よ うや く10%,
税 額で は数%を 占め るにす ぎない。民族別 にみ ると,日 本人 の分布 は殆 ど旧府
域 に限定 され,そ のなかで も南 部に集 中 してい る。それ に対 して,朝 鮮 人の場
合 は新府域 に もあ る程度存在 してお り(39年業者数の13.2%,税額の7.7%),
また1日府域 のなか で は北 部が圧 倒的 な比率 を占め ていた。
14)金貸業の衰退傾向については,拙著PIN民地朝鮮と日本資本主義』有斐閣 近刊 第3章参照。
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表5金 貸業の地域的民族的分布 (単位:人 ・千 円)
業 者 数 税 額
30年 34年36年38年39年 40年 30年 34年 36年 38年 39年 40年
西 19』 27353636 40 0.9 1.8 2.3 3.0 3.5 4.6
東 8 ユ29ユ29 10 0.7 0.6 0.8 1.4 O.8 1.1
南 112 106128129]28 146 7.2 8.4 14.316.219.119.5
北 115 116115138127 165 7.0 6.4 7.5 10.710.216.2
龍 山 19 25302931 38 0.8 1.2 1.3 ユ.5 1.5 2.4
旧府域 273 2863ユ7344331 399 ユ6.6 18.326.332.734.043.8
永豊浦 ユ34 6 0.0 0.ユ o.ユ 0.2
西 566 9 0.1 0.4 0.6 0.7
東 1716ユ6 28 0.6 0.6 0.6 1.4
龍 山 111711 17 0.3 0.6 0.4 0.7
新府域 344237 60 ユ.1 ユ.7 ユ.6 3.0
総 計 273 286351386368 459 ユ6.6 18.327.334.435.646.8
民族別
日本人 103 133ユ51165164 18ユ 6.6 10.614.818.821.123.3
朝鮮人 170 153200221204 276 10.1 7.8 12.615.6ユ4.6 23.ユ
其 他 0 0000 2 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 0.3
〔出典〕京城商工会議所r京城商工名録』各年版
最 後に,産 業分布 の特徴 の類似性か ら,こ こで工 業(製 造業)と は別 に建設
業 についてみてお こう。建設業 は京城府で は相当大 きな産業で あ り,か つ急速
に発展 してい る。表6に よれば,こ の地域分布 は販 売業 よ りも単純 であ る。業
者数 では94%以上,税 額で は97.4%以上 が旧府域 に集 中 しい る。か つ旧府 域の
中で は北部 の比重 が低 く,南 部 と龍山が伯仲 して い る。 その理 由は,民 族 別 に
み る とた だち に明 らか にな る。つ ま り,建 設業の分野 においては,朝 鮮 人 は業
者数 において こそ末期 には10%に近ず くが,税 額で は逆 に ユ%を 下 回 るほ ど相
対的 に衰退 して しまう。従 来,朝 鮮 の建設業 につ いて研 究 され た ことないが,
それ は商業や工業以上 に日本 人が独 占的 に支 配 して いる産業部 門で あ った 。 こ




(単位 人 ・千 円)
一
業 者 数 税 額
30年 34年36年38年39年40年 30年 34年 36年 38年39年 40年
西 12 81411ユ4 ユ6 3.7 1.9 5.4 6.98.8 7.3
東 1 2122 3 0.1 0.1 0.ユ 0.10.2 0.4
南 97 92107115121 151 15.313.627.442,463.0 29.0
北 6 8101525 32 0.3 1.0 1.9 4.65.2 6.7
龍 山 69 70787787 98 23.216.518.231263.9 35.8
旧府域 185 180210220249 300 42.533.253.085.1141.179.2
永登浦 '27 11 13 0.0 O.30.6 1.3
西 101 1 0.O 0.02.8 0.0
東 144 7 0.1 0.30.4 0.8
北 000 1 0.0 0.00.0 0.0
龍 山 000 ユ 0.0 0.00.0 0.0
新府域 41116 23 0.1 0.63.8 2.1
総 計 185 180214231265 32342.533.253.185.7144.881.3
民族別
日本人 183 164188204220 266 42.526.642.267.3115.270.6
朝鮮人 2 5151526 44 0.ユ 0.2 2.3 0.61.2 4.4
其 他 0 1ユ1112工9 13 0.0 6.4 8.5 17,828.46.3
〔出典〕 京城商工会議所 「京城商工名録」客年版
らなか ったので ある。
植民 地期,朝 鮮総督府や朝鮮軍司令 部,各 種 の行政機 関 ・特殊機 関(東 洋拓
殖株式 会社や 金融組合本部等)は,す べ て京城府 の城内南部 と北部 に集 中 して
いた。 そ して,30年代膨 大 な人 口流入 による都市規模 の拡 張 に もかかわ らず ,
以 上 にみ て きたよ うに,販 売業,信 用業,建 設業 等の産業 の中枢部 への集 中は
あ ま り変わ ってい ない。 旧城 内に極端 に集 中 してお り,そ れ以外で は 日本人が
集住す る龍 山、に商業 ・サ ー ビス業が生 まれ てい るだけであ る。 これ は新府域 を,
非公式部 門の過剰 労働力 の滞 留地,京 城の二重構造的な 「周 辺」 と してのみ把
握 しよ うとす る見Wi5)を支持す るよ うに もみ える。.しか し,は た してそ うで あ
15)橋谷弘 「植民地都市としてのソウル」(『歴史学研究」614号1990年12月〉。
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ろ うか 。 い ま ひ とつ 重 要 な工 業 部 門 につ い て,章 を改 め て 詳細 に検 討 して み よ
う。
11工 業化の進展 と工場分布
1.工業生産 の推 移 と分布
京城府の工場 に関 して地理 的に分析 し得 る資料 としては,先 の 『京城商工 名
録』 のほか,商 工会議所 によ る工場調査 があ る。後者 の調査 は35年以後隔年 で
行 われ て お り,そ の調 査 対象 は,常 時職 工5人 以上使 用す る もの及 び年 産額
5,000円以上 の もので ある。 また35年につ いては,36年の新 編入地域 も調査 し
てい る。一地域 に限定 されてい るが,植 民地期 の工 場調 査 として は最 も詳細 な
もので ある'%
工 業部門 にお け る 『京城 商工名録』 の会員業数 と税額 の推移 は次 のよ うで あ
る。30年か ら39年まで に業者 数は378から680に79.9%増,税額 は3.5万円か ら
13.8万円 に296.2%増えた。 こ こでの工業 とは,ガ ス供給業 や印刷 出版業 を含
む営業税 の製造業 よ りも広 い範疇 であ る。 この うち,業 主 の民族 をみ る と朝鮮
人は業主数で40.3～41.5%,税額 で35.9～22.0%であ る。税額で は 日本人 に抑
えられてい るのは歴然 としているが,業 主数でみ る限 り先 の販 売業 の場合 と同
じよ うに,朝 鮮 人 もか な り積極的 に参入 して いる。地域的 分布 をみ る と,業 主
数で は新府域 は16～17%にす ぎないが,税 額では38.2%まで高 ま ってい る。 こ
の点だ けで も,す で に他の産業部 門 にはない特徴 であ る。 さ らに,各 工場 を具
体 的 に調べ てい くと,工 場 の所在 地で名簿に載せ られず,事 務所 の所在地 で記
載 されてい る事例がか な りある。 と くに大 きな工場 の場合 にはそ うであ る。そ
のよ うな事 務所 はほ とん ど城 内の南部 にあるので ,こ のデ ータでは工 場 の郊外
展 開 とい うこの時期 の特徴 は十分でて いない とい え る。
そ こで全般的分布 の推移 について は,こ こでは確実 に工場所在地別 に集 計 さ
エ6)京城商工会議所備 「京城における工場醐査」1937年版,39年版,41年版43年 版であ るが,調
査時点は35年,37年,39年,41年の年末である。
植民地期京城府の都市構造(455>37
れ ている工場調査 の方 に依 拠す るこ とにす る。表7左 ・右欄 は,こ の調査 によ
る累年 の工場数 と生産額 を表示 してい る。 これ による工場 分布 の趨勢 は,先 に
み た諸産業な ど とはか な り違 ってい る。 まず,6年 間に工場 数が2倍 化 してい
るなか で,旧 府域 の比率が12.1%低下 している。 その旧府城 のなかで も特 に,
最 も集 中 している南部の比率が大 き く落 ち込 んで お り,つ いで龍 山 もや や下が
り,逆 に北部 がやや上 が ってい る川。 この ような旧庵域の相対 的 な低 下 とは対
照 的 に,新 府 域 と くに新東部,永 豊浦,新 龍山で の工 場数の増加 が顕著で あ る。
生 産額 は37年以後 しか わか らないが,こ れに よれ ば,4年間の生 産額 の増加 に
おいては新 旧府域 でほ とん ど差が ない。 そ して,41年新 旧市街で の工場 数比率
は3対1で あ るのに,生 産額比率は1対1な ので ある。 この ことは,新 府域 の
工 場の規模が相対 的に大 きい ことにゆ らい してお り,特 に永登浦 に大規模工場
が 出現 してい るこ とが推測 され る。つ ま り,工 場 の分布 は先 にみた諸産業 の場
合 とは異 な り,京 城の大膨張 につれ て新 しい展 開を示 してい るわけであ る。
で は このよ うな工場 の分布 を,図2で 地理 的な次元でみ てみ よ う。 これ は41
年 の工場 生産額 が100万円以上で あ る59洞町 を表示 した もので あ る。 これ に よ
れば,京 城 における工業 地域 はかな り偏在 してお り,お よそ4つ の地域 にわ け
られ る。 ひとつ は,城 内地域 で,東 西 に伸 びる鍾路 通,黄 金町通(現 乙支路),
本 町通(現 忠武路)の3本 の道路 の両側 に広が ってお り,地 区はほ とん ど南部
で,一 部 は北部に属 してい る。2つ めは,旧 城壁 の西側,南 山の山麓か ら南 西
の漢江 にむか う一帯で,南 部,新 旧西部 と新旧龍 山にまたが る地域で あ る。3
つめ は新府域,永 登浦 町 とその周辺か らなる永登浦地域であ る。4つ め は,旧
城 壁 の東部 に展 開す る広 大 な新 旧東部 地域 で あ る。 この内,さ らに生 産額 が
300万円以上 の地域 とな ると,南 部 は太平通一 丁 目の1つ だ けで,旧 西 部 は竹
添 町二丁 目 と義州通二丁 目の2つ,旧 龍 山が京 町,岡 崎町,漢 江通,大 島町,
17)r京 城商工名録」によれば,30年南部の工場数比率は5呂.9%であ り,36年旧府域内にお ける南
部のそれは48,596であった。つ まり,新 府域 を除 く本来の京城のなかにおいて,南 部に集 中して
いた工場 の他 地域への分散化傾向は,30年代初頭か ら進んでいたわけであ る。
表7工 場の地域別分布
工 場 数 41 年 部 門 別 工 場 数 生 産 額(千円)
35年 37年 39.年 41年 紡織 金属 機械 窯業 化学 製材 印刷 食品 雑 37年39年41年
西 89 115 145 156 4 3 17 112 7 8 40 64 13,29325、Q2619,655
東 21 21 28 60 6 2 12 34 12 3 3 15 1.5302,0243,408
南 577 576 805 885 16 25 114 1234 111 75 188310 20,54350,69946,897
北 242 223 533 560 7 6 58 1137 5】 34 62 294 8、31221.53625,979
龍 山 260 263 433 408 10 29 100 1513 57 8 91 85 25,33043,39647,067
旧 府 域 1,1891198, 1,9442,06943 65 301 42100 238128384768 69.008142.681143,006
永 豊 浦 35 57 93 176 8 14 44 1710 26 2 20 35 52,48579,644103,421
西 24 44 35 73 2 2 9 61 3 o 23 28 1,0512,1363,681
東 76 124 210 306 31 4 42 1613 78 2 42 78 10,63025,06327,589
北 1 13 17 17 0 0 0 012 4 0 0 1 42138304
龍 山 46 75 68 132 10 5 14 111 31 2 40 18 7.04215,1297,095
新 府 域 182 313 423 704 51 25 109 4937 142 6 125 160 71、250122,11C142,090
































































一・一・一新 府 城 境
一 各地 域 境
〔出典〕 京城商工会議所 「京城に於ける工場調査」
元町一丁 目の5つ,永 登浦 は永登浦町,堂 山町,道 林 町の3つ,新 東部 は新堂
町,新 設 町,徽 慶町,上 往十里町 の4で あ る。先 にあげた4つ の工 業地帯 の う
ち,南 部 の各 洞町の生産額 は比較 的低 く,城 外 の3つ の地域 とはか な り格差が
あ ることは明瞭であ る。 この点 は,時 間的概念 をいれた洞町別の生産 の増加額
で み る と,さ らに明 らか にな る。37年か ら41年の 間に,生 産額 が100万円以上
伸 びた洞町 は28ある。その うち,南 部 は9,旧 西部 は2,旧 龍 山が6,新 龍 山
が1つ,永 登浦 が4つ,新 東 部が6つ で ある。 さ らに,300万円以上増加 した
洞 町は南部 にはな く,旧 西部が義州通二丁 目の1つ,旧 龍山が京 町 と大 島町の
2つ,永 登 浦が永登浦 町,堂 山町,造 林 町の3つ,新 東部が新 堂町の1つ で あ
る。 これ によって も,か つ ての中心で あ った南部 の相対 的 な地盤低 下 と,郊 外
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地域 の台頭趨勢 は明 らかであ る。そ して,先 の生産額 の特 に高 い洞 町 と,生 産
増加額 の特 に高い洞町が重複 す るこ とか ら,郊 外の工業地帯が30年代後 半急速
に発展 して きてい る ことを示 してい る。つ ま り,30年代の京城府 において は,
人口の場 合 と同 じよ うに,工 業事業体が郊外地へ展 開す る ドーナ ツ化現 象が進
展 していたのであ る。
2.工業発展 の地 理的展 開
京城 工業 に関す る全 般的な特徴 につ いては既 に検 討 しだ8♪。それ に よれぽ,
1930年代 に急速 に発展す る京城工業 とは,単 に朝鮮 全体の工業 を縮小 した もの
で はな く,地 域 として の特徴 を もってい た。京城工業 の発展 を主導 した業種 は,
1936年以前 は精米業,紡 織業,酒 造業,機 械業,印 刷業で あ り,37年以 後は紡
織業,機 械 業,金 属業,酒 造 業,木 製品業であ った。30年代 を通 した生 産額 の
増加で は,紡 織業(全 増加額 の27,5%),機械業(同,13.1%),金属業(同,
7.5%),酒造 業(同,6.9%),印刷 業(同,4.2%),木製 品業(同,4.0%)
の順 で あ った。つ ま り,京 城 工業 の膨張 は,主 に綿 糸 ・綿織物 業 と金属機械 工
業 の台頭 に よっていたので,こ の部 門は朝鮮全体 の生産 に対す る比率 において
も急 激 に高 ま って い る。例 えば,39年京城 府 の綿 糸 ・綿 織物 業 は朝 鮮全 体 の
69.0%,鉄道 ・自動車 ・鉱山機械 製造業では69.1%をも占めて いた。 それ とは
対照 的 に,絶 対額で は大 きか った食 料品工業 は しだい に相対 的 な比重が低下 し
てい き,朝 鮮全体 の食料 品の平均 比率を さらに下回 っていた。そ して,京 城 の
印刷 業 は,こ の時代朝鮮 のなかで 一貫 して7割 以上 の高い比率 を占めていたが,
京城工 業内部で の比率 は急速 に低 下 していた。 この よ うに,京 城 の工 業 は 日本
や朝鮮 各地 との分業 関係 のなかで,特 徴 を持 った工業 を発展 させて きていたの
で あ った。
で は,京 城 府の工場 は具体 的に どのよ うな分布 をみせ てい るのであ ろ うか 。
前掲表7中 欄 で,41年工場 の部 門別分布状況 をみ る と,新 府域 の比率 が高い の
は,窯 業,紡 織業,製 材業等で,旧 府域 の比率が高 いのは,印 刷業,雑 工業,
ユ8)拙稿 前掲 「1930年代朝鮮における社会的分業の再編成」。
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食料 品業等 であ る。 同年工場が所在す る洞町数で その分布状況 を算出す ると,
分 布が 比較 的拡散 してい る部 門 は雑 工 業(172町)と食料 品工 業(146町)であ
り,集 中 してい るのは金属業(52町),紡織 業(53町),窯業(54町)で ある。
さ らに業種 ごとに分布状況 を検討 しよ う。30年代末 に戦時統制で工場 数が激
減 した精米業 を唯 一の例 外 と して,30年代京城府 で はすべ ての業種が工 場数 を
増 してい る。 その うち,30年時点で すで に府内に存在 しかつ有力であ った業種
を便 宜的 に既存業種 と呼 び,30年代待に 急速 に発展 したか,あ るいは新 たに生
じた業種 を新業種 と呼ぶ ことにす る。 おお き くは この2つ で 分布 の様 相が異 な
るか らであ る。
◆ 既存業種
生産額 と工 場数 か らみ て,既 存業種の代表 として は,食 料品工業で は精 米業,
雑 工業で は被服業,そ れ に印刷 業 と家具木製品工業が挙げ られ るであ ろ う。
[印刷 業]京 城府 の代 表的工 業であ るが,表7中 欄 の よ うに41年の工場 の う
ち,81.4%は南部 と北部 に集 中 してお り,新 府 域 にはわず か4.5%しか 分布 し
て い な い。40年会 員 業者 の税 額 で みて も,印 刷 業 の南 部,北 部 の 集 中率 は
77.3%,旧龍 山を くわ え ると97.6%と,やは り高い集 中度 をみせ てい る。た だ
し,工 場の分布す る洞 町数 自体 は73とそれほ ど少 ないわけで はな く,し だい に
拡散 は してい る。
[被服業]雑 工 業の代 表であ る被服業 は,印 刷業 ほ ど極端で はないにせ よ,
南 部 と北部 に多 く存在 していた。南部 の旭 町,南 大 門通,長 谷川 町,本 町,黄
金 町,桜 井町 のよ うな 日本人街 や北部 の鍾路通,公 平 町,寛 勲洞 のよ うな朝鮮
人街 に工場が特 に多か った。ただ し,被 服 業の場合 は,新 府域 の人 口の増加 に
と もな って小規模 な工場 が生 まれ てい た。 新東部敦岩 町(15工場),永 登 浦 町
(12工場),新 東部 新 堂町(11工場),新 東部新設 町(8工 場)等;が,新 たな産
地 であ る。
[精米業]食 料 品工業 の代表で あ る精米業 は,30年代 に増加 して きたが,先
に述べ たよ うに戦 時統 制 のため に強制的 な統合が はか られた。そ のため,他 の
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既存業種 とはやや様相 を異 にす る。工場数が最 も多 いのは41年では な く37年で
あ る。37年75洞町 に138工場 があ ったのが,39年には68洞町 に99工場,41年に
22洞町に30工場 とい うように激減 してい く。 そ して,か つて街 中にあ った工場
が大 量 に閉鎖 され る とともに,新 編入地域 にあ る大 規模 工場 に集約 され てい く。
40年会員業者でみ る と,1洞 町 に3工 場 以上存在す るのは,新 西部 阿蜆町(7
工 場),新 龍 山西 水庫町(6工 場),新 東部下 往十里 町(5工 場),新 龍 山東 氷
庫 町(3工 場),新 東部微塵 町(3工 場),新 東部新設町(3工 場)西 部 竹添町
一丁 目(3工 場〉,西 部竹添 町二丁 目(3工 場).であ る。すべてが城外で あ り,
竹 添 町一 ・二丁 目を除けば皆新府域であ る。
[家具 ・木 製品業]41年 に工 場が119町に展 開 して い るお り,工 場数 の多 い
順 にみる と,新 東部新 堂町(19工場),新 東部敦 岩町(16工場),永 登浦町(11
工場),新 龍 山孔徳 町(11工場)等 の よ うにむ しろ新 府域 にあ らた な生 産地 が
生 まれ てい る。 た だ し会 員業 者 の規 模 にな る と,工 場 数 の74.4%,税額 の
76.9%は南 部 と北 部 に集 中 して,規 模 の大 きな もの は依然 と して城 内 に とど
まってい る。
以上,既 存業 種は強制的に郊外工場へ の統 合が 進め られてい る精米業 を除 け
ば,そ の生産額の分布 は依然 と して城 内の南部 と北部を中心 としていた。 これ
はい うまで もな く,か つての生 産の基盤 が南部,北 部 にあ った ことに よる。 し
か しなが ら,30年代 に既存業種 で も,人 口の郊外膨 張につれ城外 お よびさ らに
新府域 へ の展開がお こってお り,工 場 の拡散傾 向 はむ しろ一般 的で あ った。需
要者 の地域 的拡散や政府の統制 によって,郊 外 に も工場 が分布 し始 めていたわ
けであ る。
◆新 業 種
30年代 に急速 に発展 して きた新業種 の典型 は,綿 糸 ・綿織物 と金属機械 工業
であ り,さ らに酒造業,皮 革業 がそれ に続 く。
[綿紡機業]と の部 門は,30年代生産額の伸びが最 も著 しか った。綿紡績 ・
兼営織布 業がそ の大部分 を占めてお り,具 体 的 には東洋紡績株式 会社,鐘 淵紡
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績株 式会社,京 城紡績株式会社 の3社 で,工 場 はみ な永 登浦 にある。 ところが,
『京城 商工名録」38、39、40年版 で は,こ の3社 の デー タの記 載が不 十分 で 欠落
が あ る。 そのた めに,永 登浦 の比重 を会 員業者の税額で 把握 す るこ とはで きな
い。39年版 には鐘 紡 と京 城紡 しか 記載 が ない が,そ れ で も永 豊 浦 の比 率 は
79.7%であ るので,も し東洋紡 を加 えれ ば9割近 くにな るであ ろ う。永登浦 の
3工 場 の紡 錘数(119,248錘)は朝鮮 全体 の52.0%,織機 台数(3、861台)は
44.7%を占めてい/191。『京 城商工 名録』 によれ ば,京 城府 には染 色加 工業 者
は中小 なが らそれ な りにあ るが,大 規模 な織 布専業者は きわめ て少 な く,新 東
部 微塵 町 の泰 昌織物 株式 会社(40年 税 額1、390円)ぐらいで あ る。 京城が 朝
鮮 の綿糸布供給地 とな ったのは,永 登浦 に大規模 な紡績 織布工場が建設 された
ためで あ る。
[金属 ・機 械業]金 属業 は工場が分布す る洞町が少 な く,機 械業 のそれ はか
な り多い。 しか し金属機械 工業 とは,金 属細工か ら生産財機械生産 までその内
容が極 めて多様 であ るので,そ れ ら全体 の分布 を論 じて も意味 がない。それで
ここでは,両 部 門のなかで金属 機械 の製造 ・修理 にかかわ る業種 だ けを抽 出 し
て検討 しよ う。会員業者の うちで金属細工業 を除 く金属 ・機械業 の分布 をみ る
と51洞町 に及ぶが,表8は,そ の うち工場が複数存在す るか あ るい は合計税額
が1,000円以 上 にな る25の洞 町 を表示 した もので あ る2。1。そ して。 これ らを地
理 的 にみ る と図3の よ うに,す べ て隣接 関係 にあ る地域 に集 中 して い る。南部
の黄金通 にそ って東西 につ らな り,城 外では鉄道 と電車線 に沿 って西部 の東南
端か ら新 旧龍山に展 開 してい る。 この金属機 械工業 の中心地域 に,会 員工場 の
80.7%,税額の90.5%が集 中 してい る。表8に 収録 されてい ない会員業者 の金
属機械工 場 も,図3中 に表示 して いる洞 町の周辺 に集 中 してい る。 さ らに洞町
別 にみ ると,南 部で は自動車修理工場 を例外 として比較 的小規模工 場であ るの
19)45年8月時点。朝鮮商工会議所 「朝鮮経済統計要r&f1949年版92頁 。




























































































































































































〔出典〕 京城商工会議所r京 城商工名録」 「京城 における工場調査」
京城府r物 品販売業調査」
















































































































































































































































〔出典〕 表8と 同 じ
に対 して,漢 江通,京 町,元 町一丁 目を中心 とす る龍山の場合 は多様 な規模 の
工場が集 中 してい る。そ して,そ れ らが実際 に,金 属 機械工業 の部 門で分業 関
係 を形成 してい るこ とが重要 であ る。表8に は入 ってい ないが,漢 江通13にあ
る鉄道 局工場 は,職 工 のみでユ,700人(39年)の朝 鮮最大 の機械工場 で あ り,
末期 にか けて さ らに急激 に膨張 してい った2㌔ また,漢 江 通7の 龍 山工作 株式
会社 は朝 鮮で 唯一 客 ・貨車 を製 作 しうる民 間最大 の機 械工場 で あ った(40年
税額6,526円)z2)。龍 山地域の工場群 のなか には,こ の官民2つ の巨大工 場 と関
21)郷在 貞 「朝鮮総督府鉄道局の雇用構造」(中村 哲ほか編 「朝鮮近代の経済構造」 日本評 論社
1990年)。
22)沢井実 「鉄道車輌工業 と 「満州」市場」(大石嘉一郎編 「戦間期 日本の対外 関係」 日本経済評
論社1992年)146-148頁。
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係 を もつ業 者が生 まれていた。 さ らに,そ れ以外 の金属 機械工場 のあいだで も,
徐々 に分業 関係 が うまれ ていた23〕。表8中 欄 に工 場調査 による零細規模 まで含
めた工場 数 を掲示 したが,こ こには把握 され てい るか ぎ りの機械工場 の42.8%,
金属 工場 の42.7%が含 まれ てい る。零細 工場 も含め て,金 属機械工 業地帯 が形
成 されていた こ とを示 して い る。 さ らに,同 表右欄 にあ るよ うに,こ の地域 は
機械販売業 も集 中 してお り、業者数で京城全体 の42.7%を占めてい る。つ ま り,
機械 類の流通 もこの地域 を中心 と していた。前述の ように,植 民地期京城 は朝
鮮全 体の機械工 業の7割 に達す るほ どの製造 ・組立 ・修理の 中心 にな ってい た
が,そ れ は この ように龍 山を中心 とした地域 に機械金属工場 を集 中 した工 業地
帯 が形成 され て きたか らで あ った。 なお,こ の40年の金属機械業 の会員業者 を
民族別 にみれ ば,日 本人 は70業者 税額21,985円,朝鮮人は65業者7,0!0円で あ
り,朝 鮮 人の比率が比較的 高い部 門だ とい える。
[酒造業]朝 鮮 では ビールは全量 日本か ら移入 していたが,大 日本麦酒株 式
会社 と麒麟麦 酒株式会社 が,1934年と もに永登浦で大工場 を竣工稼 動 させ た こ
とに よって,基 本的 に朝鮮 内で 自給 が可能 とな った。朝鮮酒 と清 酒は,統 合政
策 に よって工場 数は減少 しなが ら,京 城府全域 に所在 してい た。
[皮革業]京 城府で発 達 して きた皮革業 とは,ず ば り朝鮮 皮革株式会社 の永
登 浦工 場(堂 山町所在)の ことであ る。40年の税 額13,065円で,そ のほかの4
会員業者 工場 はみ な税 額100円以 下の零細 工場 であ る。
以上 のよ うに,新 業種 の場 合の工 場立地 には2つ のパ ター ンがあ る。一つ は,
広大 な敷地を必要 と,するた めに,郊 外 に単独 で工場 を建 て る場合で ,綿 紡職 業,
ビール業,皮 革業等 がそれで ある2%こ の場合 は規模 が大 きいので,日 本 人資
本が圧倒 的に優勢 であ る。 い ま一つ は,関 連業種 が集積 ・集 中す ることに意義
をみいだす場 合で,龍 山地域 の金属機械 業街が その例 であ る。 この場合 には,
23)京城府 産業調査会 「工場工業二依 ル生産状況調査」ユ934年,同 「鉄工業 二関スル調査』1936年。
24)40年京城府の全大工湯中 における南部 と北部をあわせた工場数をみ ると,上 位5で は0,10位
では4つ,20位では9つ である。
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中小業 者まで かかわ るために朝鮮 人経営者 の参入 もみ られ る。京城 において は,
この2つ の要 因が重複 して,城 外 の新開地域 であ る,新 旧龍 山 と永登浦,新 東
部等 に新 しい工業 が生 まれる ようになった。従来の研 究 は,新 編入地域 にお け
る貧民層(土 幕民)や 過剰労働力 の堆積 にのみ注 目 して,そ れ ら地域 の 「周辺
的性 格」 のみ を強調 して きた。 しか し30年代京城府 の拡張 とは,そ れ らの現象
に とどまるものではな く,都 市 内部 に新 しい工業地帯 をつ くってい く構造 的 な
転換 を内包す るもので あ った。
お わ り に
本稿 の実証 で明 らか に し得 た ことは,お よそつ ぎの3点 であ る。第1は,30
年代 の京城府 の人 口増加 は,か つ ての漢城府 た る城 内地域 で はな く,城 外 と り
わ け36年に編 入 した新 府域地域へ の人 口流入 による ものであ った。第2に,こ
の都 市膨張 のなか で,行 政機能 はい うまで もな く,商 業,金 融,サ ー ビス菜 箸
の機 能 は依然 として城 内の南部 と北 部 とに集 中 した状 態で発展 していた。 第3
に,そ れ に対 して工業 は,旧 府域 と新府域 が並 行 して発展 していたが,と りわ
け新 た に発展 して きた業種 は,龍 山,東 部,永 登浦等の郊外に分布 す るよ うに
な って いた。 そ して,京 城府 の郊外 地域 に発達 して きた新 興の工業 は,朝 鮮全
体 のなかで量 的 に大 きな比重 を もつ のみ な らず,質 的に も重要 な意味 を もつ業
種で あ った。要 す るに,30年代の京城 の膨張 とは,単 な る人口流 入に よる規模
の拡 大 に とどまる もので はな く,都 市 の構造 自体 が大 きく変化 して きてい たの
で あ った。そ して,こ のよ うな都市構造 の転換 こそ,朝 鮮 の首都京城 が従 来 の
政治 ・消費都市 か ら,京 仁工 業地帯 の中心地で ある工業都市 としての側面 を も
ちは じめてい く,そ の よ うな変貌 の過程であ ったので あ る。
